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参考資料



1

医学部入学定員の年次推移

8,280人
（1981～1984年）

7,625人（2003～2007年）

8,486人
【693人増】
（2009年）

更なる増員
（2010年）

（人）

1982年
閣議決定

「医師については
全体として過剰を
招かないように配慮」 2008年

閣議決定

「早急に過去最大
程度まで増員する」

1973年
閣議決定

「無医大県解消構想」

2009年
骨太の方針

「医師等人材確保
対策を講ずる」
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地域を指定した入学者選抜（地域枠）等の導入状況
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実施大学数 地域枠に係る募集人員

20大学
168人

8大学
59人

5大学
43人

5大学
39人

5大学
39人

2大学
11人

3大学
18人

3大学
18人

3大学
18人

3大学
18人

17大学
124人

33大学
403人

47大学
714人

地域枠の導入状況
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平成20年9月～21年2月 文部科学省・厚生労働省において
「臨床研修制度のあり方等に関する検討会」（座長：高久史麿自治医科大学長）を設置し検討

○「医師としての人格のかん養と基本的な診療能力の修得」という制度の基本理念・到達目標を前提として

以下の考え方に立って見直す。

①研修医の将来のキャリア等への円滑な接続が図られるよう、研修プログラムを弾力化。

②卒前・卒後の一貫した医師養成を目指し、研修の質の向上や学部教育の充実を図る。

③医師の地域偏在対応、大学等の医師派遣機能強化、研修の質向上等の観点から、募集定員等を見直す。

基本的な考え方

医道審議会医師臨床研修部会で詳細を検討後、平成21年4月28日に省令改正

区 分 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

研修
医数

比率
研修
医数

比率
研修
医数

比率
研修
医数

比率
研修
医数

比率
研修
医数

比率

臨床研修病院 2,243 27 3,262 44 3,824 51 4,266 55 4,137 55 4,144 54

大学病院 5,923 73 4,110 56 3,702 49 3,451 45 3,423 45 3,591 46

計 8,166 100 7,372 100 7,526 100 7,717 100 7,560 100 7,735 100

現行の臨床研修制度については、研修医の基本的な診療能力が向上したとの効果がある一方、
大学の医師派遣機能が低下し、地域の医師不足問題が顕在化するきっかけとなったとの指摘

臨床研修医採用状況の推移

臨床研修制度の見直しについて



制度見直し前（例）

制度見直し後（例）

内科
６月

外科
３月

救急
３月
(含麻酔科)

選択科目
８月

地
域
保
健
・
医
療
１
月

精
神
科

１
月

産
婦
人
科
１
月

小
児
科

１
月

将来専門としたい診療科を中心に
関連の診療科で研修

＊あらかじめ研修病院が選択肢を設定する

地
域
医
療
１
月

内科
６月

救急
３月

選択必修
外科
麻酔科
小児科
産婦人科
精神科から

２科目選択

１年目

１年目 ２年目

２年目

必修

必修 必修

4

研修プログラム見直しのイメージ
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ﾓﾃﾞﾙ･ｺｱ･ｶﾘｷｭﾗﾑ作成、臨床実習開始前の共用試験導入を踏まえ、医学教育は着実に改善
臨床実習の内容・程度に格差があり、国家試験対策から６年次の臨床実習が形骸化
臨床系教員の多忙化による指導体制への影響、研究活動の停滞が深刻
医師不足問題への対応、臨床研修制度の見直しの方向性を踏まえ、卒前・卒後教育を一貫して見通した
医学教育の改善を図る必要

平成21年5月1日に「臨床研修制度の見直し等を踏まえた医学教育の改善について」を
とりまとめ

文部科学省・厚生労働省の合同で設置した「臨床研修制度のあり方等に関する検討会」
において、臨床実習の充実を図るなど、医学教育のカリキュラムの見直しを行うことが提言

（平成２１年２月18日）

平成21年2月～「医学教育カリキュラム検討会」（座長：荒川正昭新潟県健康づくり・スポーツ
医科学センター長）を設置し、検討

検討の趣旨

医学教育の改善について
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○ 医師でなくても対応可能な業務を医師が行っていることが病院勤務医の厳しい勤務環境の一因

○ このため、医師等でなくても対応可能な業務例を下記のとおり整理
（平成19年12月28日付け医政局長通知「医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分担の推進について」より）

① 訪問看護等における医師の
事前指示に基づく薬剤の投与
量の調節【看護師】

② 静脈注射の実施【看護師】

③ 救急医療における診療の優
先順位の決定【看護師】

④ 採血の実施・検査の説明
【臨床検査技師】

⑤ 病棟等における薬剤管理
【薬剤師】

⑥ 医療機器の管理
【臨床工学技士】

医師と他の医療従事者等との役割分担の推進

① 書類等の記載の代行
・診断書
・診療録
・処方せん
・主治医意見書等

② オーダリングシステムへの
入力代行（診察や検査の予約）

③ 院内の物品の補充・患者の
検査室等への移送等

① 正常分娩における助産師の
活用

② 妊産婦健診や相談における
助産師の活用

③ 病院内で医師・助産師が連
携する仕組みの導入
（院内助産所・助産師外来等）

事務職員・看護補助者 助産師 看護師等

6
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１．趣旨

チーム医療を推進するため、厚生労働大臣の下に有識者で構成される検討会を開催し、日本の実情に即した医師と看護師
等との協働・連携のあり方等について検討を行う。

３．構成員

秋山 正子 ケアーズ白十字訪問看護ステーション所長

有賀 徹 昭和大学医学部救急医学講座教授

井上 智子 東京医科歯科大学大学院教授

海辺 陽子 がんと共に生きる会副理事長

大熊 由紀子 国際医療福祉大学大学院教授

太田 秀樹 医療法人アスムス理事長

加藤 尚美 日本助産師会会長

川嶋 みどり 日本赤十字看護大学教授

坂本 すが 日本看護協会副会長

朔 元則 国立病院機構九州医療センター名誉院長

島崎 謙治 政策研究大学院教授

瀬尾 憲正 自治医大麻酔科学・集中治療医学講座教授

竹股 喜代子 亀田総合病院看護部長

○永井 良三 東京大学大学院医学研究科教授

西澤 寛俊 全日本病院協会会長

羽生田 俊 日本医師会常任理事

宮村 一弘 日本歯科医師会副会長

山本 信夫 日本薬剤師会副会長

山本 隆司 東京大学大学院法学政治学研究科教授

○座長

２．開催状況

第１回（８月２８日）

○ヒアリング

・太田 喜久子（慶應義塾大学教授）

○フリートーキング

第２回（１０月５日）

○ヒアリング

・桐野 高明（国立国際医療センター総長）

・南 裕子（近大姫路大学長）

第３回（１０月１３日）

○ヒアリング

・近森 正幸（近森病院院長）

・林 昌洋（虎の門病院薬剤部長）

・中村めぐみ（聖路加国際病院がん看護専門看護師）

第４回（１１月２日）

○ヒアリング

・武久 洋三（日本慢性期医療協会会長）

・桑田 美代子（青梅慶友病院老人看護専門看護師）

第５回（１１月２４日）

○ヒアリング

・田林晄一（東北大学医学系研究科心臓血管外科）

・有賀委員

・井上委員

チーム医療の推進に関する検討会



88

医師が医療機関に滞在する時間のうち、診療・教育等の時間を合計し、休憩時間・自己研修・

研究を除いたものを従業時間とすると、年齢階級別の従業時間は次のとおり。

（病院常勤医の平均従業時間は平均で週48時間だが、診療所常勤医の平均従業時間は平均
すると週40時間を下回る）

※ なお、休憩時間や自己研修・研究等に充てた時間を含めた、病院常勤医師が医療機関に滞在する時間は、平均週63時間。

病院常勤医師の平均従業時間

0

10

20

30

40

50

60

70

時間
男性

女性

男性 57.4 52.2 49.6 43.7 35.4 30.1

女性 52.2 47.8 44.6 41.6 35.3 31.4

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

病院常勤医師の平均勤務時間 診療所常勤医師の平均従業時間

0

10

20

30

40

50

60

70

時間
男性

女性

男性 38.1 42.7 41.5 36.5 36.2 25.3

女性 42.3 40.7 29.7 23.2 30.7 31.4

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代

診療所常勤医師の平均勤務時間

（出典）「日本の医師需給の実証的調査研究」

「医師需給に係る医師の勤務状況調査」による医師の従業時間

8
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○ 夜間・休日における患者の集中

○ 小児科医・産科医等の広く薄い配置による厳しい勤務環境

短時間正規雇用、交代勤務制等を病院が導入することへの財政支援

産科・小児科医等

※短時間正規雇用

代 替 医 師

① 短時間正規雇用、交代
勤務制等の導入

② 代替医師の雇用

（例：週５日・１５時間勤務＋週１回の当直）

（例：週５日・25時間勤務）

9

産科・小児科医等

※フルタイム勤務

（例：週５日・40時間勤務

＋週１回の当直）
代替医師の雇上

費用の一部を助成

病院勤務医の過重労働に対する対応
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女性医師の年次推移

（出典）医師・歯科医師・薬剤師調査

○ 全医師数に占める女性医師の割合は増加傾向にあり、平成１８年時点で17.2%を占める。
○ 近年、医師国家試験合格者に占める女性の割合は約３分の１となっているなど、若年層における
女性医師の増加は著しい。

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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女性医師の就業率

76.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75

（注）医師が２５歳で卒業すると仮定した場合の就業率である。
「日本の医師需給の実証的調査研究 」（主任研究者長谷川敏彦）

（出典）文部科学省 学校基本調査
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地域でお産を支えている産科医の手当等への財政支援

院内保育や子育て相談を充実
（参考）院内保育を実施している病院数： 約２，８００か所

助産師が地域で「院内助産所」や「助産師外来」を開設することを支援

女性医師バンクの実施体制の充実を図り、復職を支援

・ 特に産科・小児科では２０代医師のうちそれぞれ７３％、５１％が女性医師

○ 出産・育児による離職の増加

・ 国家試験合格者に占める女性の割合が約３分の１

・ 女性医師にもＭ字カーブが存在

12

女性医師の増加に対する対応
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医事関係訴訟事件の診療科目別既済件数（平成18年）

注）１ 既済件数については、最高裁判所ウェブサイトによる。複数科目に該当する場合は、そのうちの主要な一科目に計上している。
２ 各科の医師数については、平成18年医師・歯科医師・薬剤師調査における医療施設に従事する医師の主たる診療科に基づき、以下のように算出している。
・内科については、内科、呼吸器科、消化器科（胃腸科）、循環器科の医師数を合計
・精神科（神経科）については、精神科、神経科の医師数を合計
・外科については、外科、脳神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科、こう門科、気管食道科、リハビリテーション科（理学診療科）の医師数を合計
・整形・形成外科については、整形外科、形成外科、美容外科の医師数を合計
・泌尿器科については、泌尿器科、性病科の医師数を合計
・歯科については、歯科、口腔外科の歯科医師数を合計

３ 医師1000人当たりの既済件数は、医師数に基づいて、厚生労働省において算出したものである。
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医療にかかる紛争の増加に対する懸念
・ 医事関係訴訟件数が増加

通常の妊娠・分娩

原因の究明
医療機関に過失あり 医療機関に過失なし

無過失補償制度

脳性麻痺となった場合

医師賠償責任保険等
による補償

これまでは補償なし

産科医療補償制度（平成２１年１月～）

医療リスクに対する支援体制の整備

14

医療リスクに対する支援体制の整備
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公的な仕組みによる医師派遣の推進

15

地域医療対策協議会（都道府県）

①要請②要請
（都道府県内での派遣）

③派遣

派遣元医療機関

①都道府県（医療対策協議会）の
医師派遣調整等経費
（１か所：３，０００千円）

②派遣先医療機関の派遣医師受入
準備経費
（１か所：１５０千円）

③派遣元医療機関の逸失利益等
（１か所：１，５００千円／月）

④派遣医師の海外研修等
（１人：２，０６４千円以内）

＜負担割合＞
国1/2、県1/2以内、事業主1/2以内

派遣医師

派遣先医療機関

補助：③④
（都道府県経由）

補助：②
（都道府県経由）

補助：①

④（海外研修等）

大学医学部（いわゆる医局）の医師派遣機能低下への対応



６月５日 都道府県へ交付要綱等を発出
10月16日 750億円の執行停止を閣議決定

11月６日 地域医療再生計画の提出期限
12月中旬 有識者による協議会の開催
12月中旬 都道府県に対する交付金の額の内示
１月８日 交付金の交付申請期限
１月中 都道府県に対する交付金の交付決定

○対象地域 二次医療圏を基本とする地域

○対象事業 地域の実情に応じて自由に事業を決定
ただし、医師確保事業は必須要件

○計画期間 平成25年度までの５年間
○予算総額 3,100億円

（100億円×10地域、25億円×84地域）
※ 一部執行停止後：2,350億円（25億円×94地域）

地域医療再生基金の概要

③交付金の交付

手続の流れ

有識者による
協議会

基金

①計画の提出
(～11月６日まで)

事業概要

②計画の審議

随時相談

今後のスケジュール

都道府県 厚労省
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○地域の医師確保、救急医療の確保など、地域における医療課題の解決を図るため、
都道府県に基金を設置。
○従来の病院毎（点）への支援ではなく、都道府県が策定する地域医療再生計画に基づ
く対象地域全体（面）への支援。


